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は じ め に 一― 問題の所在 一一
現在 (2000年度木),国と地方自治体を合わせた公債残高は,実に645兆円にものばり,2001年
度木では666兆円に達する見込みとなっている。国民主人当たり約524万円の借金を背負っている計
算になる。2000年度公債残高645兆円のうち,364兆円は国債,130兆円は地方債であり,地方債残
高は国債残高の約3分の1に当たる。だが,量・率だけ比較して,地方自治体は国より「まだ,ま
しだ」と言って済ますことはできない。はるかに,地方自治体は国より多くの仕事を行っており,そ
の仕事はおよそ住民生活に直接関係する。それだけに,地方自治体の財政危機は住民生活に深刻な
問題を投げかけざるをえない。
加えて,2000年度から実施された介護保険制度は,その実施主体が市町村となり,また一つ重要
な社会保障を自治体が担うことになった。しかし,政府の宣伝のわりには介護保険制度が順調に運
用されているわけではなく,要介護認定の段階から介護サービスの利用段階に至るまで,種々 の問
題点が指摘されてきた。なかでも,介護保険料の負担と介護サービスの1割負担の2重の負担は,介
護サービスの利用者にとって重く,時には耐えがたい苦痛となっている。そのため,財政的に保険
料の軽減措置を講じようとする地方自治体が,最近増えてきている。さらに,介護保険の枠内では
不十分だとして,「上乗せ」「横だし」という市町村独自の介護サービスを提供している自治体も少
なくない。いずれの場合も,介護保険の実施は市町村財政への関心を高める契機となっている。
他にも,国民健康保険料の滞納問題は,ここ数年来,市町村財政にとっての悩みの種でありつづ
けているし,現在具体的に検討されつつある市町村合併は,自治体財政危機の克服が一つの重要な
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課題とされているだけに,一層市町村財政への関心を高めざるをえない。これら,現在起こってい
る諸問題に対して,市町村財政はどのように対処しようとしているのであるうか。本稿の課題は,こ
うした問題意識のもとで,鳥取市財政の現状を正しく把握し,今後,鳥取市財政が対応しなければ
ならない課題を明らかにしようとするものである。
まず,簡単に鳥取市の概況を説明しておこう。
鳥取市は,鳥取県東部にあり,千代川によって形成された鳥取平野の中心部に位置している。】ヒ
は日本海に面し,東は岩美郡,西は気高郡,南は人頭郡に接した,面積237.09kド,人口約15万3000
名 (2000年度現在)の都市である。鳥取市における土地利用の状況を地目別にみると,山林原野が
56.6%,宅地が8.6%,水面河川が7,7%,道路が4.29/9となっている。
鳥取市の年間総生産額は,2000年度において6733億円であり,そのうち第 1次産業が59億円,第
2次産業が2,086億円,第3次産業が4,588億円である。年間総生産額を100とした場合の割合は ,
第1次産業が0.9%,第2次産業32.5%,第3次産業71.5%であり,年々 第1次産業の割合が減少し
ていきつつあるのが目だつ。現在 (2000年度)産業別の就業人口の割合においては,第1次産業が
5.4%,第2次産業が28.3%,第3次産業が66.3%となっており,傾向的に第 1次産業の減少,第2
次産業の停滞,第3次産業の増加を示している。特に,第1次産業とは逆に,第3次産業では,1985
年の4万1400人から2000年には5万800人へと急激な就業人口の増加が起きている。
鳥取市民の所得額については,年間総所得額4660億円 (2000年度)であり,市民1人当たりの所
得額は304万6000円となっている。近年,順調に伸びてきているとはいうものの,全国の1人当た
り平均所得額312万1000円と比較すると,都市部のわりには低位の状況にある。
以上,簡単に本稿の問題意識と研究対象である鳥取市について概説した。つぎに,本題である鳥
取市の財政分析に入ろう。
I 現在の鳥取市財政における歳入・歳出構造とその特徴
1.現在鳥取市の歳入構造とその特徴
現在2000年度における鳥取市の予算総額は,973億4847万円であり,そのうち一般会計は,61
%に当たる592億3000万円,特別会計は39%の381億1847万円となっている。みるように,特
別会計は一般会計の4割の大きさであり重要な存在ではあるが,本稿では分析対象をしぼるため ,
予算の要である一般会計をとりあげ,現在の鳥取市財政における歳入 。歳出構造の特徴を明らか
にしよう。
表1をみられたい。これは1997年度から1999年度における鳥取市の一般会計歳入決算構造を示し
たものである。表にしたがって,その特徴を1999年度でみると,鳥取市では歳入の第1位が市税で
あり,歳入総額の 30。7%を占めている。2位が地方交付税の15.2%,3位が市債の14.2%,4位が
国庫支出金の11,4%となっており,この4者だけで歳入総額の71.5%を占めている。
これを,1989年から現在までの推移でみると,図1のようになる。みるように,市税の伸び率に
対して,地方交付税や国庫支出金,地方債などの依存財源の伸び率が年々高くなっているのがわか
る。とくに近年,市債である地方債の割合が大きくなっているのが特徴である。これが,現在鳥取
市財政の歳入構造における第1の特徴である。なんといっても,現在2000年の地方債発行額108億
9500万円は,1989年の33億9500万円に比べると,実に3.2倍もの伸びとなっている。
鳥取大学教育地域科学部紀要 地域研究 第 3巻 第 2号(2CIC12)
表1 鳥取市における一般会計歳入決算
(単位:千阿・%)
(出典)鳥取市監査委員「平成11年度鳥取市歳入決算及び基金運用状況審査意見書」2000年10月30日,66ページ。
図1 鳥取市における一般会計歳入決算の推移
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坤 方 特 例 交 付 金 474,019 a7
地 方 交 付 税 10.100,808 8,735,820 T,397.960
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国 庫 支 出 金 ■502,888 8,101.308 5,300,002
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「更付 税 5197( 8,06i 7.66と 8,73〔 10.101
支 出金 8.964 9】92〔
「信 11,07( 8,752
その他 10111116211226i1つ871 17.10(14,77714.40モ 15.151 7.22(14.98〔 17.981
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
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そのために,この歳入項目を自主財源と依存財源とに分類すると,表1のように,1999年度では
自主財源が48.0%に対して,依存財源が52.0%となる。しかし,前年までは自主財源が依存財源を
超えていたのである。それが,しだいに依存財源の割合が高くなり,ついに2000年度には両者の関
係が逆転し,依存財源の割合が自主財源を超えた。これが,現在の鳥取市財政における歳入構造上
の第2の特徴である。さらに,鳥取市財政の歳入を一般財源と特定財源に分けると,一般財源が48.2
%,特定財源が51.8%となり,使途が決められた財源の割合が,自治体の自由裁量によって使える
財源を超えている。
つぎに,全国における市の歳入との比較において鳥取市の特徴をみておこう。いま,地方自治法
にしたがって市を分類すると,大都市,中核都市,中都市,小都市となる。大都市とは,地方自治
法第252条の19項の指定都市をさし,札幌市,仙台市,千葉市,横浜市,川崎市,名古屋市,京都
市,大阪市,神戸市,広島市,】ヒ九州市,福岡市の12市をいう。また中核都市とは,自治法第252
条の22第1項の指定都市である秋田市,郡山市,いわき市,宇都宮市,新潟市,富山市,金沢市 ,
長野市,岐阜市,静岡市,浜松市,豊橋市,豊田氏,堺市,姫路市,和歌山市,岡山市,福山市,高
松市,高知市,長崎市,熊本市,大分市,宮崎市,鹿児島市をさす。それに対して,中都市とは ,
上記の大都市および中核都市以外の市で,人口10万人以上の市のことをいい,小都市とは,人口10
万人未満の市をさす。
以上の分類にしたがうと,鳥取市は中都市に入る。そこで,他都市との比較で′鳥取市財政の特徴
を明らかにしようとする場合,人口も財政規模も大きく違う大都市ならびに中核都市と比較するよ
りも,それらがかなり類似している中者卜市との比較の方が有益である。
図2をみられたい。これにより中都市の歳入構造をみると,市税である地方税が全体の46.1%を
占め,地方交付税が9.3%,国庫支出金が12.1%,地方債が7.4%となっている。鳥取市財政の特徴
は,これとの比較でみると,鳥取市の地方税は中都市平均よりも15ポイントも低く,逆に地方交付
税は6ポイントも高く,地方債も7ポイントも高く,国庫支出金はほぼ平均並となっている。ここ
からわかる現在の鳥取市財政における歳入構造の第3の特徴は,全国に比し,地方税が低く,地方
交付税および地方債が高いという点にある。
図2 1999年度全国中都市における一般会計歳入決算の状況
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(出典)総務省編『地方財政白書 (平成13年版)』2001年,138ページより作成。
つぎに,鳥取市の歳入における市税の内訳とその推移をみておこう。図3に示 したように,2000
年度現在,市税206億1900万円のうち最も大きな割合を占めているのが固定資産税であり,全体の
463%を占めるまでになっている。第 2は個人市民税の29.7%,第3位は法人市民税の14.7%,第4
位が都市計画税の2.6%の順である。固定資産税と市民税で市税全体の76.0%と圧倒的な割合を占め ,
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なかでも固定資産税だけで50%近くを占めている。さらに,図3により時系列的にみると,個人・
法人市民税の伸びが停滞しているの反して,固定資産税の伸び率が著しく大きくなってきているの
が近年の特徴である。ここに,バブル崩壊後の経済状態を反映して,経済不況の影響を受け易い市
民税の停滞と,不況の影響が比較的少なく安定した財源である固定資産税という図式が,はっきり
と現れている。
図3 鳥取市における市税の推移
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(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
2.現在鳥取市の歳出構造とその特徴
つぎに,現在の鳥取市財政における歳出構造の分析に入ろう。
表2をみられたい。この表は1999年度一般会計決算額における〃亀取市の財政歳出を目的別に分類
したものである。その構成比の特徴をみると,支出項目の第1位は民生費であり,その構成上しは歳
出全体額の22.6%を占めている。第2位は土木費の17.1%,第3位は総務費の11.3%,第4位は教
育費の11.2%,第5位は公債費の10,7%の順になっている。これを予算レベルで時系列的に1992年
度から2000年度までの推移でみたのが表3である。表によると,傾向的に公債費と衛生費が増加し,
農林水産業費と教育費が低下してきたのがわかるであろう。土木費は1995年度まで増加し,その後
は低下しつつあるのが確認できる。
また,全国の中都市との比較で鳥取市の特徴をみるために,図4をかかげよう。この図4と表 2
とを対照させることによって′島取市の目的別歳出構造の特徴がわかる。それによると,鳥取市の割
合が中都市より特に高いのは農林水産業費であり,その他は′鳥取市の方が低くなっている。
つぎに,性質別からみた鳥取市財政の歳出構造の特徴を示しておこう。図5をみられたい。この
図は1989年度から2000年度までの鳥取市における歳出の推移を決算レベルで示したものである。み
霞個人市民税口法人市民税四固定資産税団都市計画税ロ
るように,人件費が歳出全体の割合と比
べて減少しているのに対し,公債費と普
通建設事業費の割合が増大している。
ここで再び,全国の中都市における歳
出構造との比較で′鳥取市財政の特徴をみ
ておこう。図6をみられたい。これは ,
1999年度全国中都市における歳出構造を
決算レベルでみたものである。人件費が
歳出全体の21.8%を占め,扶助費が12.2
%,公債費が10.3%,普通建設事業費が
19,1%を占めている。これに対し,鳥取市
の場合には図5から2000年度決算レベル
で,そのパーセントを計算すると,人件費
が歳出全体の11.5%,扶助費が7.59/9,公
債費が10.5%,普通建設事業費が30.9%と
なる。両者を比較すると,鳥取市の場合に
は全国に比べて,人件費の割合が極めて
小さく,普通建設事業費が極めて大きな
割合を占めているのが最大の特徴である。
とりわけ,人件費が占める割合は,全国に
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表2 1999年度鳥取市における一般会計歳出決算 (目的別)
(出典)鳥取市監査委員「平成二年度鳥取市歳入決算及び基金
運用状況審査意見書」2000年10月30日,71ページ。
比べ3分の1しかない。いかに鳥取市の職員数が少ないかをうかがわせる。
表3 鳥取市における一般会計歳出予算割合の推移 (目的別)
(単位 :千円・%)
区 分
支 出 済 額
金   額 構 成 比 予 算 比
1議 費 438,097
2総 務 費 7.420,301
3民  生   費 14,700,008
4衛  生   費 5,340,583
5農 林 水 産 業 資 4・842.30G
6高 エ 費 4,271,244 98.5
7土 木 費 n,182,584
8消  防   費 1,501,872
9教  育   資 7,335,712
10災害 復 旧 費 L284,405
11公  償   費 6,002.000
12 予   備   資 0 0 0
〈? 計 85,400,231
科  目 1992年度 1993鞭1994年度 1995転1996frE1997鞍1998鞭1999破2000年度
議 会  費
総 務  費
民 生 費 20.3 20.2
衛 生  費
労 働  費
農林水産業費
商 工  費
土 木 費 21.5
消 防 費
教 育 費
災害復旧費
公 債  費
予 備  費
合  計 100.0%100.0%100.OX100.0%100.0%100.OX100.0%100.0%100.0%
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
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図4 1999年度全国中都市における一般会計歳出決算の状況 (目的別)
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』2001年,141ページより作成。
図5 鳥取市における一般会計歳出決算の推移 (性質別)
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図6 1999年度全国中都市における一般会計歳出決算の状況 (性質別)
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ところで,こうした性質別分類を少し加工して,経費を「義務的経費」「投資的経費」および「そ
の他の経費」の3つに分類することもできる。
義務的経費は,人件費,扶助費および公債費からなっており,その支出が義務づけられている経
費である。投資的経費は,道路,橋りょう,学校,公営住宅等の建設等行政水準の向上に直接寄与
する経費で普通建設事業費,災害復旧事業費,失業対策事業費からなっている。その他の経費は,義
務的経費及び投資的経費以外の経費で,物件費,維持補修費,補助費等,繰出金,積立金,投資及
び出資金,貸付金等である。
この分類にしたがって,鳥取市における歳出構造の推移をみると,人件費と扶助費および公債費
を合わせた義務的経費の割合が小さく,普通建設事業費など投資的経費の割合が大きいという特徴
をもっている。
ここで,非常に重要なことを指摘しておかなければならない。すなわち歳出を義務的経費と投資
的経費,その他に分類する性質別分類について,これまで財政学的に,つぎのような説明が行われ
てきたが,果たして正しいであろうか。
「このように地方公共団体の経費を義務的経費,投資的経費,その他の経費の3つに分類するのは ,
財政の健全性,弾力性を測定する場合重要なポイントとなるからである。すなわち茂出総額に占め
る義務的経費の割合が低く,建設事業費のような行政水準の向上に積極的に寄与する投資的経費の
割合が高いほど財政構造は弾力性が大であり,健全な財政であるといえるのである。」(石原信雄,嶋
津昭監修『四訂 地方財政小辞典』ぎょうせい,1998年)
この指摘にみられるように,これまで義務的経費や投資的経費などの性質別分類が用いられてき
た理由は,主として,地方財政の健全性や弾力性を把握するためであると説明されてきた。すなわ
ち,義務的経費は,地方自治体にとってはその支出が任意に削減できない義務づけられたものであ
り,極めて硬直性の高い経費であるとされる。したがって義務的経費が増加することは,投資的経
費に振り向けられる財源が減少して,財政運営の自由度が低下するというわけである。
周知のように,このような理解から,地方財政運営において,公務員定数や人件費の増大が絶え
ず問題視され,「ラスパイレス指数」等を指標にしてその抑制が国によって指導されてきた。また ,
1980年代以降繰り返されている自治省通達による「地方行革」の最大眼目は,職員定数 。人件費の
合理化であった。しかし,このように,地方財政運営においてもっぱら投資的経費財源を大きくす
れば,「健全財政」だと評価することは,果たして妥当なことであろうか。
たしかに,地方自治体の建設事業は,地域社会の共同需要を充足させるために必要な社会資本整
備という重要な役割がある。しかし,地方自治体の建設事業の内容や性格の吟味もなく,マクロの
数値で義務的経黄抑制=投資的経費割合の増大が財政運営上健全であり,すべて住民の共同需要を
充足する有益な事業であるという前提をおくことは極めて一面的である。このことは,平成不況対
策のために国による公共事業促進措置のもとで,住民需要や維持管理費,採算性を無視した不要不
急の大規模プロジェクト事業や「ハコモノ」づくりの建設事業を増大して,地方債残高の膨張と地
方財政危機を深めてきた現状をみれば,間違いであることは明らかであるう。
したがって,従来の見方のように,地方財政の不健全性や硬直性を,主に人件費を原因とする義
務的経費の増大にある,とする考えは事実を反映していない。つまり,これからの地方財政は,公
債費の増大による義務的経費の圧力と,普通建設事業費による投資的経費の圧力と,大型施設の経
常的維持費と,この3面から,地方財政歳出の硬直性は,さらに進んでいこうとしているのであっ
て,従来の人件費を主要因とする義務的経費の増大を,地方財政の硬直性や不健全化の指標とする
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ことは,もはや現実的ではないということである。
もともと,行政主体における人件費の性格は,企業経営における人件費の性格とは必ずしも同一
ではない。企業経営の場合には,原貝町として人件費は明らかにコストの一部であり,他の条件を一
定とすれば,人件費が少なければ少ないほど,相対的に利潤の上昇をもたらし,企業活動の成果を
増大させることができる。しかし,これに対し行政活動の分野においては,人件費の支出そのもの
が直接行政サービスを意味し,行政上の成果につながる場合が少なくない。
とくに,行政主体の中でも,国の場合には,一般会計に属する職員の大部分は企画・立案等の内
部管理業務に従事しているので,行政の最終成果という観点からは,人件費は間接的経費に属する
ものが多い。それに対して,地方自治体の場合には,義務教育諸学校や高等学校の教職員,警察官 ,
消防職員,保健所職員,社会福祉施設関係の業務に従事する職員,農業改良普及員,清掃業務に従
事する職員など,その大部分が住民への直接サービスに従事するものであり,そのための人件費が
大部分を占めているのである。したがって,このような地方自治体の人件費の性格には,社会経済
の発展や行政の進歩に伴って,必然的にその規模や財政全体における支出を増大させる要因を含ん
でいることを理解しておかなければならない。
Ⅱ 鳥取市における公共事業の展開と市債残高の累積
ところで,鳥取市の場合,図5でみたように公債費と普通建設事業費は,いずれも1990年代に入
ると顕著に増加しはじめている。これは,言うまでもなく,バブルの崩壊とそれにともなう景気対
策のために地方債の発行に依存する公共事業が大規模に展開されたことによる。とりわけ,現在公
債費はますます大きな割合を占めるようになってきており,鳥取市財政の硬直化をすすめる最大の
要因となりつつある。他方,普通建設事業費の増加は,公共事業が,バブルの時代には内需拡大の
テコとして,また1990年代のバブル崩壊の時期には景気浮揚策として強力に推進され,この政府の
政策に地方自治体が広範に協力させられたことが,その主な原因である。
すなわち,国の補助金支出を削減しながら,しかも政府の経済対策に地方を動員していく手段と
して,地方単独事業を拡大させ,そのための財源に地方債の大量発行を認め,地方債の元利償還と
一般財源補填のために地方交付税を利用する,という手法がとられた。つまり,国は補助金のつか
ない地方の単独事業についても起債をみとめ,その元利償還金の一部を地方交付税で返済できるよ
うにした。これによって,地方自治体は借金がし易くなる。政府による,この地方債許可と地方交
表4 鳥取市の普通建設事業費における補助事業費と単独事業費の推移
単fII:
年   度 1996年度 1997年度 1998年度 1999年度 2000年度
項    目 金  額 一般財源 金  額 一般財源 金  額 ―般財源 金  額 一般財源 金  額 一般財源
6普通建設事業費 iS,318,03】3,974,97114,764,0123,031,75〔17,643,1113,352,40(16,792,05141 71,76119.827,4S(5,45S,812
(1)補助 6.210.54122S,40,5,391130〔244,SS(41503,32(169,89〔6,354.44(73,43141199,954107,686
(2)単独 91203,24`3.500,5038.684,4812.598,23112,428,8413,128,23【91576,78〔4,086,Sl14,940,97〔5,091,714
(3)受話 286,93( 119,30C 9,801 67,931 96.48イ
(4)事業負担金 667,3112491061568,92e188,964701,14(2541281792,871 11,817590.図
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
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付税措置とをセットにした地方単独事業拡大への誘導策にす地方自治体の多くが相乗りし,結局,公
共事業が拡大し地方財政の借入金を急増させる結果になったのである。
鳥取市でも,この政府の財政手法によって,表4にみられるように1996年には92億円であった
単独事業が,2000年には149億4000万円へと,急膨張していった。しかも,増加しつづける単独事
業に毎年多額の一般財源が使われてきたことは,一般財源の投入が縮小しつづける補助事業とは極
めて対称的である。こうして,補助事業の膨張を超えるスピードで単独事業の割合が急増し,全体
としての′ミ取県における公共事業費は,1990年代に入って顕著に膨張していったのである。
ちなみに,1"2年度から現在までの間で,鳥取市が建設した主な大型プロジェクトの一覧を表5に示
しておこう。これらは,10億円以上の建設費を要した事業をピックアップしたものである。驚くべきこ
とに,ここに掲げたいずれの事業も全て単独事業である。
表5 鳥取市における大型プロジェクト事業
事 業 名 事業年度 事 業 費
わ らべ館 1992～199430億4900万円
バー ドスタジアム 1998～19940億3000万円
なごみ苑 1993′ψ199423億800万円
やまびこ館 (歴史博物館) 1995′Ψ200056億7300万円
とっとり出合いの森 1995-199825億2300万円
湖山池周辺整備 1995′Ψ200040億7800万円
鳥取環境大学 1998-200071億3400万円
さわやか会館(障害者福祉センター) 2000 20億1200万円
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
以上のような経緯によって,公共事業の遂行を主な原因とし
て生じた鳥取市財政の借入金である市債残高は,表6および図
7に示したように,1991年には366億円であったものが,2000
年度末現在では約800億円と,この10年間で2.2倍にのぼって
いる。そして,この額は,先に示した′烏取市の年間一般会計予
算総額をはるかに超えるものとなっている。
こうした莫大な市債の借入先は,どこなのであろうか。それを
示したのが表7である。19"年度末市債現在高路7億円のうち,そ
の62.9%は政府資金によって借り入れされている。第2位には市
中銀行の21.6%,第3位は公営企業金融公庫 14.79/9の順である。
鳥取市債の最も有力な借入機関である政府資金は,資金運用部
資金と簡保資金から成っている。資金運用部資金は,郵便貯金,厚
生年金保険,国民年金保険の保険料からの預託金などを原資とし
ており,これまで大蔵大臣が運用管理してきた。また,簡保資金
表6 鳥取市の市債残高の推移
区 分 年度末現在高
1991年度 366億3592万円
1992年度 380億8554万円
1993F辛1屡圭 427億7900万円
1994年度 498億6500万円
19954辛1屋毒 566億0722万円
1996年度 602億5009万円
1997年度 638億9409万円
1998年度 686億5459万円
1999年度 737億0450万円
21X10年度 799億6515万円
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料に
より作成。
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図7 鳥取市の市債財高の推移 は,簡易生命保険および郵便
年金の積立金であり,郵政大
臣が管理運用してきた。この
2種類の政府資金は,従来は
利率も低く,償還期間も一般
会計債では最高25年,公営企
業債などでは最高30年と
なっており,地方債の原資と
しては最も良質のものとされ
てきた。しかし,近年は,民
間資金等の金利低下により,
利率の面では特に低いとはい
えなくなってきている。鳥取
市の場合には,資金運用部資
金は政府資金の68.1%を占
め,簡保資金は31,9%であり,
表7 鳥取市償の借入先および借入金額
(一般会計)
(単位 :千円)
区 分 1999年度末現在高
1.政府資金 46,3381030 (62.9χ)
(1)資金運用部 31,570,484
(2)簡易保険局 14,7651546
2.公営企業金融公庫 10,8381446 (14.7%)
3.市中銀行 15,940,025(21,6%)
4.保険会社等 16,700  (0,0%)
5.共済等 554,767  (0.8%)
6。その他 18,530  (0.0%)
合 計 73,704,498(100.0%)
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料により作成。
1991   1992   1993   1994   1995   1996   1997   1998   1999
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
圧倒的に資金運用部資金に依存している。今後,こ
の資金運用部資金の利用は,郵便貯金の資金運用部
への委託制度の廃止など財政投融資の改革にとも
なって,どのように変化していくか。地方自治体が
対応を迫られる課題となっている。
つぎに,公庫資金であるが,公庫資金は公営企
業金融公庫によって融資される資金である。公営
企業金融公庫は,とくに低利かつ安定した資金を
必要とする地方団体の公営企業の地方債に資金を
融通する目的をもって,1957年に設立された政
府関係金融機関であり,本来の融資対象は公営企
業債である。しかし1977年度以降においては,臨
時的な措置とはされているものの,一般会計事業
である地方道整備事業・河川等整備事業。高等学
校整備事業に係る地方債についても融資対象とし
ている。鳥取市の場合には,この公営企業金融公庫による市債の引き受けは,全体の14.7%となっ
ている。
Ⅲ 財政指標からみた鳥取市財政の特徴
以上の分析から,鳥取市の財政は,1990年代に入り,市債の発行額を急増させ,その結果として
市債残高の累積を招いてきたことがわかる。この′亀取市の傾向は,類似都市との比較においても際
?
??
?
??
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立っている。その比較をする前に,類似都市とは何かについて説明しておこう。
類似都市とは,毎年度,市町村からの報告に基づいて,総務省が作成する「類似団体別市町村財
政指数表」にいう類型別の類似団体のことである。たとえば,1999年度では,都市について31類型
が設定されている。鳥取市は1986年度から「Ⅳ-3」に分類されており,この「Ⅳ-3」には全国
で9団体ある。それら9団体は,鳥取市の外に帯広市,つくば市,上越市,松本市,米子市,松江
図8 鳥取市と類似都市における市債の推移
(百万円)
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図9 鳥取市と類似都市における市債残高の推移
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障似部帝 3.9791  440e5.99C 6.9581  7.71G 8.08〔 7.2141  6,97(
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
(単位 :百万円)
299701   3244と 380861   427791   4986!56160i
34,6791 37,2381 40,50( 61,518621795
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
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市,山口市,都城市である。この「Ⅳ-3」の基準は,人口13万人～23万人,産業構造が第2次産
業と第3次産業の合計で85%以上～95%未満で,かつ第3次産業が55%以上の都市となっている。
そこで,2種類の図を掲げることによって,現在鳥取市の困難な財政状況をみておこう。1つは
図8であり,鳥取市および類似都市の一般会計における市債発行額の推移を示したものであり,も
う1つは図9で,鳥取市および類似都市の一般会計における市債残高の推移をみたものである。い
ずれも,1990年代に入るまでは,鳥取市の市債の発行額および市債残高は類似都市に比べ低かった
のに,1990年代には急速に増加し,鳥取市は類似都市を追い越して,なおかつ,そのひらきはます
ます広がる傾向にある。この点は,現在鳥取市財政の状況をみる場合,決して見のがすことのでき
ない特徴となっている。
しかし,これをもって′烏取市財政が危機的な状況にあると早断することはできない。なぜなら,た
とえ多額の借金をかかえていると
しても,それを返済できる余裕が
あれば,いずれ改善する見込みが
あるからである。そこで,市債残高
以外の指標を用いて,鳥取市財政の
状況を多面的に分析してみよう。
表 8をみられたい。この表は鳥
取市を含んだ類似都市を,さまざ
まな財政指標を用いて比較したも
のである。
第 1に,財政力指数からみた鳥
取市の財政の特徴について。
財政力指数とは,地方交付税法の
規定により,算定した基準財政収入
額を基準財政需要額で割って得た数
値の過去3年間の平均値である。こ
の数値が1を超える場合はもちろ
ん,Hこ近い地方自治体ほど普通交
付税算定上の留保財源が大きいこと
になり,財源に余裕があることを意
味し,自治体の財政力を示す指数と
して用いられている。
この財政力指数から類似都市の
財政状況をみると,表8のように ,
鳥取市は9市のうちで7番目にあ
り,財源に余裕があるわけではな
表8 1999年度類似都市9市および県内4市の財政指標比較
く,財政力が弱い方に属しているのがわかる。
第2に,自主財源比率からみた鳥取市の財政の特徴について。
自主財源比率とは,地方自治体の財源総額のなかで,その自治体が自主的に収入しうる財源の割
合をいう。その財源とは,地方税,分担金及び負担金,使用料,手数料,財産収入,寄付金,繰入
区 分 財政力指教 自主財源比率 (%)
義務的経費
比 率 (%)
経常収支
比率 (%)
鳥取市 ⑦ ⑦ ① ①
帯広市 0.538 44.6
つくば市 0,948 65,6
上越市 0.740 77.0
松本市 58,8
米子市 0.760
松江市
山口市 0,732
部城市
卿 1期頭
華 出ヽ |
??〓?
鳥取市 ② ② 31.4① 71.2①
米子市 0,760
倉吉市 39.3
境港市 0.556??
441き 鞠
※丸数字は、4市及び類似都市の中での鳥取市の)慎位を示す。
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
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金,繰越金などがそれにあたる。自主財源が多いことは自治体行政の自主性と安定性を確保するこ
とになるので,自主財源比率が高いことが望ましい。
この自主財源比率からみると,鳥取市は類似都市の中では7番目に低く自主性,安定性という点
からは弱い財政構造になっている。
第3に,義務的経費比率からみた鳥取市財政の特徴について。
義務的経費比率とは,地方自治体の歳出総額の中で,その支出が義務づけられ任意に節減できな
い経費が占める割合をいう。この義務的経費には人件費,扶助費,公債費の3つの費目が入る。そ
こで義務的経費比率が低いほど財政構造の弾力性が高いことを意味し,財政の健全性を計る代表的
な指標といわれている。
この義務的経費比率からみると,鳥取市のそれは非常に低くなっている。また,類似都市の中で
も鳥取市の義務的経費比率は最も低い。その原因は,鳥取市の人件費の割合が極めて低くいことに
よる。ちなみに,鳥取市の歳出の総額に占める人件費の割合は11.2%である。これを類似団体の16.5
%と比較すると,かなり低い。したがって義務的経費比率からみると,鳥取市財政は弾力性が高く
財政が健全であることになる。
第4に,経常収支比率からみた鳥取市財政の特徴について。
経常収支比率とは,人件費,扶助費,公債費等の義務的性格の経常経費に,地方税,地方交付税 ,
地方譲与税を中心とする経常一般財源収入が当てられる割合をいう。通常,都市にあっては759/9,
町村にあっては70%程度が妥当であると考えられ,これがそれぞれ5%を超えると,その地方自治
体は弾力性を失いつつあると考えられている。
この経常収支比率からみると,鳥取市は71,2%と極めて低く,類似都市の中でも最も低い比率と
なっている。その理由は,またしても鳥取市の人件費の低さによることはいうまでもない。
以上,4種類の指標によって,鳥取市財政の特徴を分析した。分析結果からわかるように,第1
と第2の観点からは,鳥取市財政の基盤は弱く,安定性に欠けるという結論が導かれる。他方,第
3と第4の観点からは,弾力性があり健全な′島取市財政というイメージが浮かび上がってくる。一
見すると相互に矛盾した結果が出たことになる。どちらが本当なのか。その答えの結論をいえば,ど
れも本当なのである。物事は,どの視角から眺めたかによって,異なった姿に見えることが多い。財
政もその例外ではないのである。
しかし,以上の結論で満足するわけにはいかない。上記の分析からは,異なった角度から見た鳥
取市貝お・政の姿を述べたにすぎない。 トー タルに見た鳥取市財政の姿を,つぎに明らかにしなければ
ならない。第1,第2,第3,第4の観点からの分析を総合すると,鳥取市財政は全体として,つ
ぎのような特徴をもっていることがわかる。すなわち,鳥取市の財政構造は,他の類似都市に比べ
て,財政基盤は弱く安定性に欠ける。しかし,鳥取市は財政歳出に占める人件費の割合が著しく低
いために,財政の弾力性が保たれ,これによって財政基盤の弱さを補っている。一一 ここに,現在
鳥取市の財政構造の特徴がある。
Ⅳ 鳥取市における人件費の抑制と市直営業務の委託化の推進
では,人件費の割合が′ミ取市では,なぜこんなに低いのか。そこには何ら問題はないのか。この
点を,つぎに検討しよう。
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鳥取市財政における人件費の割
合が低い原因は,格段,市役所職員
の給与が低いからというわけでは
ない。では,つぎに考えられること
は,行政の規模のわりに職員の数
が少ないということであろう。そ
こで再び,鳥取市の職員数を類似
団体との比較でみておこう。
表9をみられたい。2000年度現
在,鳥取市では,一般行政職713名
と特別行政職58名とを合わせて ,
771名の職員が働いている(公営企
業等の職員は除く)。 他方,類似団
体の平均職員数は一般行政職員
800名,特別行政職177名で,計977
名となっている。鳥取市の職員数
と類似団体の職員数を比較すると,
鳥取市は類似団体よリー般行政職
の職員で87名少なく,特別行政職
で119名も少なく,全体で206名も
少ないことがわかる。明らかに,鳥
取市の人件費が低く抑えられてき
たのは,こうした行政規模のわり
には職員の数が少ないことが原因
となっている。
では,なぜ鳥取市においては職
員の数が少ないのか。鳥取市にお
いても,ムロでは1980年には13万
1060人であったものが,2000年度
には15万3000人と順調に伸びつづ
けてきたし,それにともなって鳥
取市も市民のニーズの増大と多様
化に応えるため,さまざまな試み
を行ってきた。仕事の量も増大し,
その範囲も拡大してきたことはま
表9 2000年度現在鳥取市の職員数
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
ちがいない。しかし,それに対応して職員の数を抑えてこれたのは,なぜだったか。
その答えは,これまで鳥取市が直営で行っていた業務を,積極的に市の外郭団体や民間会社に委
託してきたためである。これによって,鳥取市は,その分野の職員の数を減らし,人件費の増大を
抑えようとしてきたのである。
鳥取市の場合,1980年代の後半から,これまでの市直営の業務の委託が積極的に行われるように
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なった。業務委託の対象となった分野は,市民会館や体育館,文化センターなどの公共施設の管理
運営,小中学校の警備,学校給食の調理業務などである。具体的には,つぎのようにして業務の委
託がすすめられていった。
1985年度には市の下水道ポンプ場業務の管理が民間の建設会社に委託された。また,1987年度に
は,小中学校の警備がセコムと山陰警備保障に委託。1994年度には,市立の養護老人ホームである
敬生寮の管理運営が,社会福祉法人である鳥取福祉会に委託。同年には,鳥取市民会館の管理運営
が財団法人′鳥取市教育福祉振興会に委託。また同年には,市のテニス場やアーチェリー場などの体
育施設の管理運営が民間に委託された。1997年度には,小中学校の給食調理業務を財団法人学校給
食会に委託。1998年度には,文化センターやこども博物館,勤労青少年ホームの管理運営を財団法
人′鳥取市教育福祉振興会に委託。同年,市民体育館の管理運営を財団法人鳥取市公園・スポーツ施
設協会に委託している9
以上のようにして,広範に従来の鳥取市の直営業務が市の外郭団体や民間会社に委託されていっ
たのである。こうした委託によって,どれほど′鳥取市は人件費を節約することができたのであろう
か。手元に,非常に興味深い資料がある。これまでに委託された諸施設のうち,1998年に委託され
た鳥取市民体育館と勤労青少年ホームについて,委託前と委託後の人件費を比較した資料である。
まず,鳥取市民体育館について,委託前の人件費は市職員分7人分 (非常勤職員4人を含む)で
3019万7000円であった。しかし,委託後では,6人分 (すべて非常動職員)で1120万円である。ま
さに,3分の1弱にまで人件費は低下している。つぎに,勤労青少年ホームでは,委託前の人件費
は市職員3人分 (非常動2名を含む)は1210万円であった。しかし,委託後には,4人分 (すべて
非常勤職員)で620万円に下がっている。まさに,2分の1の人件費になった。
こうした手法によって′ミ取市は,従来の直営業務の職員を他の業務分野へと移動させ,全体とし
て職員数をさほど増やすことなく,行政の需要の増大と多様化に対応してきたのである。ここに,鳥
取市財政の歳出において,人件費の占める割合が他の自治体と比較して著しく低い理由がある。
現在までのところ,鳥取市は民間への業務委託も行っているとはいえ,上記のように,財団法人
などの市の外部団体への委託が主流をなしている。しかし今後,民間への委託が拡大してくれば,鳥
取市のコントロールがおよばない事態となり,営利目的のために市民へのサービスの質が低下した
り,そこで働く従業員の労働条件が著しく悪化する可能性がある。鳥取市としては,民間や法人に
かぎらず委託先の状況を調べ,上記の問題がないかどうかをよく調査したうえで,今後の業務委託
については慎重に対応すべきであろう。
V 転換期にある鳥取市財政
ところで,このように,鳥取市が人件費の抑制によって財政の硬直化を防ごうとしてきた理由に
は,忘れてはいけない重要な歴史的教訓があった。それは1955年,鳥取市が財政再建団体に転落
して以降1964年までのほぼ10年間にわたり,国の厳 しい管理のもとで,困難な財政運営を余儀な
くされたことである。再び,その時のようなみじめな財政状況にならないように,鳥取市の財政
担当者が日頃の財政運営に心がけてきた。財政の硬直化を招きやすい人件費の増大や市債の発行
を汀「えたり,たとえ借金が必要になっても返済できるように減債基金をたえず蓄積してきたこと
も,その努力のあらわれである。                        '
基金の名称 1991年度末 1992年度末 1993年度末 1994年度末 1995年度末 1996年度末 1997年度末 1998年度末 1999年度末 2000年度末
1財政調整 1,240.2941.240.2951,240,2951,240,2951,240,0031,240,002 540,002540,002541,626
2減債 7,284,0179,148.2589,943.19110.419,38710,808,74010.420.5159,274,3678,321,0098,347,1256,730,322
3人づくり。まちづくり 201,416202,160202,353200,228299,672302,157313,002314,046314,045314.045
4大学設立 441,368468,719489,617506,199511,49452010721,223,58629,7041,183,5981,286,863
市制施行100周年記念 986.9131.109,3031,077,266538,330
5福祉施設整備 3,050,6413.393,8923.414.5941.484,690957.099784,992 458,949513,076472,926
6生涯学習振興 120,067125,387130,763132.343234.168210,595136,600137,196137,590
図書整備 28,346
文化施設整備 76,572
7体育施設整備 49.980453,267412,800228,306230,612 236,573237.629238.339
8地域福祉 102,000305,000 549,340545,000545,000545,000545,000547,600547,600
9腎ぞう疾患等難病対策 51,288 52,052 53,297 52,184 52,748 52,519 46.770
10市行造林 11.623 11,623 12,579 13,795 15,720 15,721 16,907 16.907 16.907
11市営住宅建設 389,967365.063346,466268,546204,130190,986123,955 10,537 10,802
12教育福祉振興 57,673 57,814 57.120 54.520 51,476 50,733 50,023 50,223 50,159
13市立学校 3,242 3,376 3,484 4,059 6.182 6、212 6,232 6,249
14特殊学級教育振興 1,200 1.200 1,200 1,200 1,200 1,200 1,200
15青少年育成 11,582 11,859 11,856 11.858 12,864 12,770 12,620 12,552 12,372
16少年スポーツ振興 12,078 15,657 15,725 15,729 15,879 15,950 16,042 16.066
水田農業確率 8.759
17中山間地域農村滑隆化 10,000 10,073 10,276 10,487 10,555 10,656 10.688
18農集事業推進 45.563123,375246,508385,433460,847480,565
19公共下水道推進 4.510 25,526 43,554 43,663
20農業振興 334,721385,031435,650468,035
21少子化対策基金 213,039 18,112
22環境大学奨学金基金 107,000
ⅢⅢヽ1瑯導繊韓群篤輩IⅢlllll:I脚 77留! tiVAlη酪薄1出7A「I II,キtj4,| i4841重尋こ 鋤理, ,熔灘6朗駆 ,|ユ番1導割帥観転雇
23国民年金印紙購入 5,000 5,000 5.000 5,000
肉用牛特別導入事業 5,780 5,785 5.815 5,821
Ⅷ 41la
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?
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11132§i
24介護給付費等準備基金 72.728
25介護保険円滑導入基金 919,388
26土地開発 1,472,7462,066,5032,150.0022,223,1402,259,9022,283,8792,299,4342,314.5972.324.9182,329,920
(出典)鳥取市総務部財政課提供資料より作成。
(単位 :千円)表10 鳥取市における基金残高の推移
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しかし,こうした努力にもかかわらず,鳥取市の財政は,現在大きな歴史的転換期を迎えている。
それはどういう意味なのか。
第1に,1990年代の鳥取市における大規模異な公共事業の展開が,前述したように市債の発行を
活発にし,現在,膨大な市債残高をかかえていることである。そのために毎年の歳出における公債
費の割合が高まり,鳥取市財政の硬直化がすすんでいる。これは,以前にはなかった新たな財政上
の変化である。従来は人件費の低さが義務的経費の増大を抑えて財政が硬直的になることを防げて
きた。ここに′烏取市財政の特徴があった。しかし,現在では,公債費の割合が年々高まり,これが
義務的経費を膨張させ財政硬直化をすすめつつある。
第2に,これまで鳥取市が借入金の返済のために蓄積してきた財政調整のための基金が,この間 ,
急速に減ってきていることである。表10をみられたい。これは鳥取市における基金の種類の推移を
示したものである。これらの基金の中で財政調整に使える基金は1の財政調整基金と2の減債基金
であり,他はそれ以外の目的をもつ基金である。この1と2の基金は,いずれも1997年頃からとり
くずされ始めている。とりわけ,これまでの多額の積立が行われてきた減債基金の減少のスピード
は年々激しくなっている。鳥取市の試算では,市の第7次総合計画の2001年から2005年まで,毎
年11億づつ減り,2005年度では,減債基金は2000年度残高67億3000万円から56億減の■億程度
しか残らないとみられている。このことから鳥取市は,2006年以降,厳しい財政運営に直面するこ
とが予想される。
第3に,国家財政の莫大な赤字と地方分権化の進行を理由に,現在,国は地方へ配分する地方交
付税や国庫支出金を削減する方針を打ち出している。このため,各自治体は今後,地方交付税や国
庫支出金が減額されることを見越して,歳入計画を立てざるをえないほど切迫した事態となってい
る。この影響を最も受けるのは,これまで,国からの依存財源に多くたよってきた地方自治体であ
ることは言うまでもない。前にみたように,地方交付税や国庫支出金,地方債など依存財源が歳入
の5割を超えている鳥取市は,この影響を非常に強く受けることになる。
以上3点は,明らかに鳥取市財政が,従来とはちがった局面に至っていることを示している。ま
さに,「転換期にある鳥取市財政」と述べるゆえんである。
お わ り に 一― 鳥取市財政の今後の課題と展望 ――
では,今後,どのようにすれば鳥取市はこの局面を打開できるのか。その点を,最後に鳥取市財
政の課題として述べておこう。
本稿におけるこれまでの分析によって,現在の鳥取市が,従来にはなかったような財政局面にさ
しかかっていることが明らかになった。それだけに鳥取市は,この局面に対応しようと,さまざま
な試みを行っている。その具体的な現れの1つが,市町村合併の推進であり,鳥取市においても具
体的な検討がすでに開始されている。しかし,合併によるこの広域行政が,果たして現在の財政危
機を克服しながら住民へのサービスを充実させることができるのであるうか。市町村合併がもたら
すデメリットをよく考え,地元住民や行政関係者の下からの声をよく聞いた上で,判断する必要が
あるう。財政危機だからといって,自治体100年の計であるこの市町村合併問題に早急な結論を下
してはならない。
私には,市町村合併を推進する前に考えておかなければならない重大な課題があるように思われ
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る。それは,以下のとおりである。
第1に,1990年代のバブル崩壊以降における国と地方自治体による財政政策が,膨大な自治体の
財政赤字を生み財政危機を招いた。その深刻な反省の上にたって,今後の財政政策を立てることで
ある。
すなわち,現在の地方財政危機の根本原因は,バブル崩壊以降,国が景気対策と630プヒ円にもの
ぼる公共投資基本計画にもとづき,景気回復のための公共事業の推進に自治体財政を動員してきた
ことにある。国の補助金支出を削減しながら,しかも政府の景気対策に地方を動員していく手段と
して,地方単独事業の拡大→そのための地方債の大量発行→地方債の元利償還と一般財源補填のた
めの地方交付税の利用,という巧妙な手法がとられた。つまり,補助金のつかない地方の単独事業
についても起債をみとめ,その元利償還金が一部を地方交付税に算入できる,事実上の「地方債の
補助金化」と「地方交付税の補助金化」という事態が押し進められたのである。政府による,この
地方債許可と地方交付税措置とをセットにした地方単独事業拡大への誘導策に,地方自治体の多く
が相乗りし,結局,地方財政の借入金を急増させる結果になった。
このように,景気対策を優先した公共事業のあり方といい,地方債と地方交付税との組み合わせ
による地方単独事業の拡大といい,さらに,本来一般財源であるべき地方交付税の特定財源化とい
い,いずれも軌道を逸した財政政策の手法がとられ,自治体の財政を急速に悪化させていったので
ある。再び,このような事態を引き起こしてはならない。そのためには,公共事業に過度の景気回
復効果を期待するのではなく,公共事業は国民の生活安定と経済基盤の整備を目的としたインフラ
整備という本来の役割にもどすことが必要である。公共事業の景気刺激効果が年々弱まっているこ
とが実証されてきている以上,従来のようなやり方は根本的に反省されなければならない。
第2に,地域経済の活性化のためには,従来のような公共事業に過度の期待をよせるのではなく,
社会保障のもたらす経済効果に注目する必要がある。
すなわち,景気を刺激する点では,公共事業よりも社会保障の方がその効果は高いというデーター
がある。表11をみられたい。この表は鳥取県が作成したもので,1000億円を社会保障部門,医療・
保険部門,公共事業部門それぞれに投資した場合の経済効果を試算したものである。みるように,社
会保障部門の方が生活誘発額,粗付加価値誘発額,雇用効果ともに公共事業部門を上まわるという
結果が出ている。そうである以上,これまでの公共事業に偏った景気対策から,社会保障を重視し
た景気対美へと視点を変えてみることが必要であろう。このことは同時に,高齢社会における安心・
安定の地域社会を築くことになるという一石二鳥の効果が期待できることでもある。
表11 鳥取県においてlo00億円投資した場合の経済効果
生産誘発額 (億円) 粗付加価値誘発額 (億円) 雇用効果
(人)と次波及 2次波及 総 額 1次波及 2次波及 総 額
社会保障部門 [,251 1,677 278 と,106 25,062
医療・保険部門 1,212 h512 705 12,289
公共事業部門 1,380 h611 10,579
(出典)鳥取県企画部統計課提供資料により作成。
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第3に,「市場の失敗」を克服するとともに,「政府の失敗」をも修正するため,実質的に住民の
参加を促進し,住民の自主的な活動諸団体と協力することによって,住民のニーズに依拠した地方
自治体を創ることである。
最近,特に高齢者介護や地域福祉,地域医療,健康スポーツ,生涯教育,文化活動など住民の行
政需要の多様化や,廃棄物,ゴミ処理に関わるリサイクル問題などの分野において,公共サービス
が地域住民の参加や協力なしには行なわれにくい領域が広がってきている。そうした状況を反映し
て,住民の自主的な組織としてのNPOをはじめとするボランティア活動や協同組合活動などの広が
りがみられる。したがって,地方自治体はこうした諸団体とパー トナーシップをむすびながら,多
様な住民ニーズの実現をめざすための社会システムづくりという,新たな地平に向かって積極的に
取り組んでいくことが必要である。
しかし,現在の自治体には,上記の課題を避けて,ただちに経済的効率性にもとづく規制緩和。民
営化によって公的サービスの守備範囲を見直し,市場原理にゆだねた競争的地方自治を実現 しよう
とする動きがある。だが,この傾向によって過度な経済的効率性を追求することになれば,なるほ
ど,地方財政の赤字は減るにちがいないが,それでは,切実に福祉を必要としながらも福祉サービ
スヘの対価を支払えない人達を生活不安におとしいれ,結果として社会の不安定化を一層増大させ
ることになってしまう。こうした地方自治体の政策では,今後の高齢社会を支えられないことは明
らかであろう。
私たちは短絡的に,財政赤字がなくなれば財政危機も克服されると考えてはならない。必要な財
政支出を削減したために,国民生活が極めて不安定になり社会の不安定化を一層高める。一―この
ようになれば,一体なんのための財政なのか,根本的に問われることになるであるう。財政は手段
であって,それ自体が目的ではない,ということを忘れてはなるまい。
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